
神戸市公告 

 一般競争入札により地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年 

政令第 372号。以下「特例政令」という。）第４条に規定する特定調達契約（以下「特定調達契約」 

という。）を締結するので、特例政令第６条並びに神戸市契約規則（昭和 39年３月規則第 120号。以 

下「規則」という。）第 27 条の５第１項において読み替える規則第４条及び規則第 27条の５第２項の 

規定により、次のとおり公告する。 

  令和７年３月 11日 

 

                             神戸市長 久 元 喜 造 

１ 入札に付する事項 

委 託 名 神戸市介護保険住宅改修・福祉用具事務センター運営業務委託 

業務概要 

住宅改修・福祉用具事務センターにおける申請等の受理等処理業務及び問合せ対応 

詳細は「神戸市介護保険住宅改修・福祉用具事務センター運営業務委託仕様書」を参照

すること 

履行場所 
神戸市中央区三宮町２丁目 11－１ 

センタープラザ西館５階 506号室、510-３号室及び 519号室 

履行期間 契約締結日～令和 12年 12月 31日 

 

２ 担当部局 

  〒650－8570 神戸市中央区加納町６－５－１ 

神戸市福祉局介護保険課（神戸市役所１号館４階） 

TEL: 078-322-6324 

E-mail: kaigo_hokenjigyou@city.kobe.lg.jp 

 

３ 入札手続の種類 

この案件は、入札手続において提案書の提出を求め、入札者の提示する技術、専門的知識、創意工

夫等（以下「技術等」という。）と入札価格とを総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方

式による一般競争入札により行う。 

 

４ 競争入札参加資格 

(1) 次に掲げる要件をすべで満たしていること。 

ア 地方自治法施行令第 167条の４の規定に該当しない者であること。 

イ 令和６·７年度神戸市物品等競争入札参加資格を有すること。 

ウ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく更生

手続き又は再生手続きを行っている者でないこと。 

エ 入札参加資格の審査の申請の受付期間の最終日から落札決定の日までの間に、神戸市指名停止

基準要綱に基づく指名停止を受けていないこと。 

オ 神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱に基づく除外措置を受けていないこと。 

(2) 複数の事業者等により構成される共同企業体を構成する場合は、構成員全てが上記（1)アからオ

に掲げる要件を全て満たしていること。その場合、入札書類提出時までに共同事業体を構成し、

代表者を決め、共同事業体の結成に関する届出書を作成し提出すること。なお、代表者は、本市

に対して本業務の履行に係るすべての責任を負う。また、共同事業体の構成員は、他の共同体の

構成員となり、又は、単独で参加することはできない。 



(3) 業務の一部を再委託する場合、再委託事業者も上記（1)ア及びウからオを満たすこと。なお、入

札参加事業者から本業務の一部の再委託を受ける事業者は、入札に参加できない。また、提案書

に再委託を行う業務の内容等を記載し、契約時に本市の承認を求めること。 

 

５ 総合評価に関する事項 

 (1) 入札価格に対する得点（以下「価格点」という。）の算出方法は次のとおりとする。 

価格点=（１－入札価格／予定価格）×価格点に配分された得点の満点（価格点は、小数点第１位

を四捨五入するものとする。） 

(2) 技術等に対する得点（以下「技術点」という。）については、落札者決定基準に従い、評価するも

のとする。 

(3) 総合評価は、入札者の価格点と技術点を合計した値（以下「総合評価点」という。）をもって行う。 

 

６ 入札に必要な書類を示す場所 

   神戸市ホームページ（https://www.city.kobe.lg.jp/a57337/business/recruit/tokutei.html）

に掲載している。 

 

７ 入札に参加するものに必要な資格の審査等 

この入札に参加する者に必要な資格の確認の申請書の配布及び審査の通知の方法等については、 

入札説明書等による。 

 

８ 入札に参加する者に必要な資格の確認の申請書の提出期間及び提出方法 

本件入札の参加希望者は、入札参加資格審査申請書（様式 1)及びその必要書類（以下「申請書

等」という。）を提出し、競争入札参加資格の有無について市長の確認を受けなければならない。

提出方法等については、次によるものとする。 

ア 提出方法 

電子メールに添付して提出し、送付後必ず電話にて到着確認の連絡を行うこと。 

送付先及び到着確認の連絡先は「２ 担当部局」に記載の通り。 

イ 提出期限 

  令和７年３月 26日(水）17時まで 

ウ 提出書類 

① 入札参加資格審査申請書（様式１) 

② 神戸市物品等競争入札参加資格認定通知書の写し 

※電子入札用 ID 及びパスワードについては見えないように加工すること 

③ 委任状（代表者以外の者が申請する場合のみ）任意様式 

④ 事業経歴書（直近事業年度までの経歴・沿革を記載）任意様式 

⑤ 業績報告書（直近事業年度の業績がわかる書類）任意様式 

⑥ 資本関係・人的関係調書（様式２) 

⑦ 役員一覧（様式３) 

⑧ その他参考書類（会社案内等）任意様式 

⑨ 特定個人情報を取り扱う業務に関するチェックリスト（様式４) 

⑩ 共同企業体での参加を希望する者は、共同企業体協定書の写し 

※ 業務の一部を再委託する場合は、④～⑧の書類は再委託先事業者すべてについて提出する

こと。 



※ 共同企業体で参加する場合は、①③の書類は代表事業者について、②④⑤⑥⑧⑨の書類は

構成事業者全てについて提出すること。 

 

９ 入札及び提案書提出の日時及び方法 

日  時 令和７年４月 21日（月）から令和７年４月 23日（水）17時まで 

提出書類 (1) 提案書 

• 提案書には、可能な限り提案者を類推させるような事業者名、製品名、

ロゴ等は記載しないこと。ただし、事業者が別途製品・サービスを調

達して本業務を実施する場合の製品名等については明示することは差

し支えない。 

※パスワードは設定しないこと。 

(2) 入札書、内訳書 

• 入札書（（様式６)に金額を記載し、記名したものをスキャンして提出す

ること。 

• 内訳書（様式７)に各年度の金額を記載し、必ず添付すること。 

※パスワードを設定した上でファイルを開くことができない状態で提出

すること。また、パスワードは開札日当日まで送付しないこと。（開札日

時及びパスワードの共有方法等については別途連絡を行う。） 

提出方法 電子メールに添付して提出し、送付後必ず電話にて到着確認の連絡を行う

こと。送付先及び到着確認の連絡先は「２ 担当部局」に記載の通り。 

 

１０ 開札の日時及び場所 

（1）日時 

令和７年６月上旬から中旬を予定 

（2）場所 

   オンライン会議形式での実施を予定 

時間・開札方法の詳細等は、入札参加者に対して改めて連絡する。 

 

１１ 落札者の決定方法 

(1) 次のいずれの要件に該当する者のうち、総合評価点の最も高い者を落札者とする。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 必須とする評価項目について必須の要求要件を満たしていること。（なお、必須とする評価項

目について必須の要求要件を満たしていないもの（記載がない場合を含む。）は失格として取扱

う。） 

ウ 技術点の合計が 375点以上であること。 

(2) 総合評価点が最も高い者が 2 者以上あるときは、価格点の高い者を落札者とする。この場合にお

いて、技術点及び価格点ともに同点である者が２者以上あるときは、入札価格が低い方を落札者と

し、入札価格も同額である場合は、くじにより落札者を定めるものとする。（くじの日時及び場所

については、別途指示する。） 

(3) 提案書作成要領に基づかない提案書については、評価の対象とせずに失格とする場合がある。 

 

１２ 入札保証金 

  神戸市契約規則第７条第２号の規定により免除する。 



 

１３ 入札の無効 

 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（1）神戸市契約規則第 12条各号に該当するとき 

（2）一の入札参加者が複数の入札を行ったと認められるときは、いったん開札して確認のうえ、すべ

ての入札書を無効とする。 

（3）９の方法によらないで提出された入札書及び内訳書ならびに提案書（期限までに到達しなかった

場合を含む）は、これを無効とする。 

（4）提出書類に虚偽の記載をした者のした入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としてい

た場合には、落札決定を取り消すものとする。なお、競争入札参加資格があると確認された者であ

っても、落札決定の時において４に規定する競争入札参加資格を満たさなくなった場合は、競争入

札参加資格のない者に該当するものとする。 

（5）内訳書を確認し、記載すべき重要事項が欠けている、記載金額の誤りが著しい等、業務を確実に

履行することができないと認められるときは、当該入札書は無効とする。内訳書が添付されていな

い場合（（4）の規定により無効となった場合を含む）は当該入札を無効とする。 

（6）提案書の提出がない場合（（4）の規定により無効となった場合を含む）は当該入札を無効とする

。 

（7）前各号に掲げるもののほか、特に指定した事項に違反した場合等、本市が不適当と認める事項が

発生した場合。 

※ 無効とした入札書及び内訳書は、返却しないものとする。 

 

１４ 特定調達契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨の種類 

   日本語及び日本国通貨に限る。 

 

１５ Summary 

⑴ Contract Contents : Processing Applications and Handling Inquiries at the Home 

Modification and Long-term Care Equipment Office 

⑵The closing date and time for the submission of application forms and attached documents 

for the qualification confirmation : 5:00 P.M. March 26, 2025 

⑶ The date and time for the submission of tender(s) : 5:00 P.M. April 23, 2025 

⑷ The contact point where tender documents are available : Contract     

Long-Term Care Insurance Division、Welfare Bureau、 Kobe City Hall、 6-5-1 Kano-cho、 

Chuo-ku、 Kobe 650-8570、 Japan. 

TEL: 078-322-6323 

 


